
証券コード6835

2022年３月15日

株 主 各 位
東京都品川区西五反田七丁目21番11号

アライドテレシスホールディングス株式会社
代表取締役会長兼社長 大 嶋 章 禎

第35回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第35回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。

なお、議決権の行使は、ご出席のほか「書面（郵送）」又は「インターネット」によ

り行うことができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のう

え、４頁に記載のご案内に従って2022年３月29日（火曜日）午後５時30分までに議決

権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会へのご来場はお控えいただき、

書面（郵送）又はインターネットによる議決権の事前行使をお願い申しあげます。

敬 具

記

１．日 時 2022年３月30日（水曜日）午前10時30分

（受付開始：午前10時）

２．場 所 東京都江東区有明三丁目５番７号

ＴＯＣ有明４階 EASTホール

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目的事項

報告事項 １．第35期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び

監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第35期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

計算書類の内容報告の件
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決議事項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

第４号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

４．議決権の行使についてのご案内

（１）郵送による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2022年３月29日（火曜日）

午後５時30分までに到着するようにご返送ください。

（２）インターネットによる議決権行使の場合

インターネットにより議決権を行使される場合には、４頁の【インターネット

による議決権行使のご案内】をご高覧のうえ、2022年３月29日（火曜日）午後

５時30分までにご行使ください。

（３）代理人による議決権行使の場合

株主様の代理人によるご出席の場合は、代理人は当社の議決権を有する他の株

主様１名とさせていただきます。その際、株主様ご本人の議決権行使書面とと

もに、代理権を証明する書面をご提出ください。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、インター

ネット上の当社ウェブサイト（https://www.at-global.com）に掲載させていただきます。

◎代表取締役会長兼社長である大嶋章禎の氏名表記に使用する漢字を、旧字の「禎」から新字の

「禎」に変更しております。
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新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応について

新型コロナウイルス感染予防に向けた当社の対応について、以下のとおりご案

内いたします。株主の皆様におかれましては、何卒ご理解とご協力を賜りますよ

うお願い申しあげます。

■議決権行使についてのお願い

・株主総会へのご来場はお控えいただき、書面（郵送）又はインターネットにて

お手続きくださいますようお願い申しあげます。

・インターネットによる議決権行使の方法は、次頁をご参照ください。

■当日の運営について

・株主総会に出席する役員及び運営スタッフはマスクを着用いたします。

・例年よりも開催時間及び規模を縮小しての運営となります。

・議場における報告事項（監査報告を含む）及び議案の具体的な説明は省略させ

ていただきます。

・会場での招集ご通知等の資料及びお飲み物の配布は中止いたします。

■当日のご来場に際してのお願い

・ご来場の際はマスクの着用をお願いいたします。マスクを着用されない株主様

は、ご入場をお断りさせていただく場合がございます。

・当日の受付開始は午前10時を予定しております。それより前にご来場されまし

ても受付及びご入場はできませんのでご了承ください。

・受付前にアルコール消毒液を設置いたしますので、手指の消毒にご協力をお願

い申しあげます。

・受付時に検温をさせていただく予定です。発熱が認められた株主様や体調不良

と見受けられる株主様は、入場をお断りさせていただく場合がございます。

今後の状況により本総会の運営に変更が生じた場合は、インターネット上の当

社ウェブサイト（https://www.at-global.com）にてお知らせいたします。
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【インターネットによる議決権行使のご案内】

１．「スマート行使」による方法

(1) 同封の議決権行使書用紙右片に記載のＱＲコード※１をスマートフォン等※２でお

読み取りいただき、当社指定の「スマート行使」ウェブサイトへアクセスした

上で画面の案内に従って賛否をご入力ください（議決権行使コード（ＩＤ）及

びパスワードの入力は不要です）。

(2) 「スマート行使」による議決権行使は１回に限らせていただきます。

議決権行使後に賛否を修正される場合は、下記２．の方法により再度ご行使い

ただく必要があります。

２．議決権コード（ＩＤ）・パスワード入力による方法

(1) 当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記ＵＲＬ）にアクセスしていただ

き、同封の議決権行使書用紙右片の裏面に記載の議決権行使コード（ＩＤ）及

びパスワードにてログインのうえ、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

なお、セキュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更してい

ただく必要があります。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

(2) 議決権行使コード（ＩＤ）及びパスワード（株主様が変更されたものを含みま

す）は、今回の株主総会に限り有効です。次回の株主総会時は、新たに発行い

たします。

(3) パスワードは、ご行使される方が株主様ご本人であることを確認する手段です

ので大切にお取り扱いください。パスワードを当社（株主名簿管理人）からお

たずねすることはありません。

(4) パスワードは一定回数以上連続して間違えるとロックされ使用できなくなりま

す。その場合、画面の案内に従ってお手続きください。

３．ご注意

(1) 議決権の行使期限は2022年３月29日（火曜日）午後５時30分です。行使期限内

に当社（株主名簿管理人）に到着したものが有効となりますので、お早めにご

行使いただきますようお願いいたします。
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(2) 議決権を議決権行使書面（郵送）とインターネットの双方でご行使された場合

は、インターネットによるものを有効とします。インターネットにより複数回

ご行使いただいた場合は、最後にご行使いただいたものを有効とします。

(3) インターネット接続・利用に関する費用は株主様のご負担となります。

(4) インターネットによる議決権行使の各方法は一般的なインターネット接続機器

にて動作確認を行っておりますが、お使いの機器やその状況によってはご利用

いただけない場合があります。

４．お問い合わせ先について

「スマート行使」又は「議決権行使ウェブサイト」の操作方法等のご不明な点

は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行 証券代行部までお問い合わせく

ださい。

フリーダイヤル ０１２０-７６８-５２４（平日午前９時～午後９時）

以 上

※１．「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※２．ＱＲコードを読み取れるアプリケーション（または機能）が導入されていることが必要です。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに

規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供

制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

(1)変更案第17条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子

提供措置をとる旨を定めるものであります。

(2)変更案第17条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事

項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

(3)株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第17

条）は不要となるため、これを削除するものであります。

(4)上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更箇所）

現行定款 変更案

第３章 株主総会 第３章 株主総会

（株主総会参考書類等のインターネット
開示とみなし提供）
第17条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報
告、連結計算書類および計算書類
に記載または表示すべき事項に係
る情報を、法務省令に定めるとこ
ろに従いインターネットを利用す
る方法で開示することにより、株
主に対して提供したものとみなす
ことができる。

＜ 削 除 ＞

（電子提供措置等）
＜ 新 設 ＞ 第17条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について、電子提供措置
をとるものとする。
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現行定款 変更案

２ 当会社は、電子提供措置をとる
事項のうち法務省令で定めるもの
の全部または一部について、議決
権の基準日までに書面交付請求し
た株主に対して交付する書面に記
載しないことができる。

附 則 附 則

（監査役の責任免除に関する経過措置）

第１条 （条文省略） （現行どおり）

（電子提供措置等に関する経過措置）
＜ 新 設 ＞ 第２条 変更前定款第17条（株主総会参

考書類等のインターネット開示と
みなし提供）の削除および変更後
定款第17条（電子提供措置等）の
新設は、2022年９月１日から効力
を生ずるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、2023
年２月末日までの日を株主総会の
日とする株主総会については、変
更前定款第17条（株主総会参考書
類等のインターネット開示とみな
し提供）はなお効力を有する。

３ 本条は、2023年３月１日または
前項の株主総会の日から３か月を
経過した日のいずれか遅い日後に
これを削除する。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名全員は任

期満了となります。つきましては、コーポレート・ガバナンスの強化及び機動的な経

営戦略を実現するための体制の構築を図るため、社外取締役を含む取締役（監査等委

員である取締役を除く。）５名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する

当社株式数

１

お お し ま た か よ し

大 嶋 章 禎
(1940年９月17日生)

1987年３月 当社代表取締役社長

－株

1987年９月 当社代表取締役会長

1987年９月 Allied Telesis,Inc.取締役会長兼ＣＥＯ(現任)

2004年12月 アライドテレシス㈱代表取締役社長(現任)

2021年３月 当社代表取締役会長兼社長(現任)

２

サ チ エ オ オ シ マ

Ｓａｃｈｉｅ Ｏｓｈｉｍａ
(1971年８月９日生)

2004年１月 Allied Telesis,Inc.取締役(現任)

－株

2004年３月 当社取締役

2005年５月 Allied Telesis Capital Corp.取締役(現任)

2007年２月 スタンフォード大学医学部特任准教授(現任)

2007年３月 当社取締役退任

2010年３月 当社取締役

2020年９月 当社代表取締役副会長(現任)

３

ア ッ シ ュ パ ド ワ ル

Ａｓｈｉｔ Ｐａｄｗａｌ
(1964年１月５日生)

2006年１月 Allied Telesis Capital Corp.取締役(現任)

－株

2011年９月 Allied Telesis,Inc.チーフリスクオフィサー(現任)

2012年３月 当社取締役(現任)

2013年１月 米国航空宇宙工業会サプライチェーン諮問委員会メ

ンバー(現任)

2013年１月 国際プリント基板協会政府関係委員会メンバー(現任)

４

ご う は ら よ し お

合 原 義 雄
(1967年８月11日生)

1995年７月 当社入社

6,500株

2009年１月 アライドテレシス㈱上級執行役員 企業通信システ

ム事業部長

2017年２月 当社上級執行役員 役員室長

2018年９月 ㈱アライドテレシス総合研究所上級執行役員

DevOps and Project Management

2020年４月 同社取締役(現任)

2021年11月 当社上級執行役員(現任)

アライドテレシス㈱主席執行役員 マーケティング

コミュニケーション戦略室長(現任)
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候補者

番 号

氏 名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する

当社株式数

５

あ ら い し ょ う じ

新 井 章 治
(1946年９月７日生)

1971年４月 日本電信電話公社(現NTT)入社

－株

1995年６月 NTTデータ通信㈱(現NTTデータ)東北支社長

1998年６月 NTTデータ・カスタマサービス㈱代表取締役常務

2003年６月 ジャパンシステム㈱常務取締役

2006年４月 ㈱ネットリーシング代表取締役

2011年３月 当社社外監査役

2019年３月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)１．略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況における会社名の一部は、略称又は通称で記載して

おります。

２．大嶋章禎氏はアライドテレシス㈱の代表取締役社長を兼務しておりますが、同社は当社の

100％子会社であり、特別の利害関係はありません。

３．Sachie Oshima氏は、当社代表取締役会長兼社長大嶋章禎氏の子であります。

４．他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

５．新井章治氏は社外取締役候補者であります。同氏は、現在当社の社外取締役（監査等委員）

であり、社外取締役（監査等委員）としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年であ

ります。また、同氏は当社が監査役会設置会社であったときに８年間、当社の社外監査役で

ありました。

６．新井章治氏は東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、本議案が承認された

場合、同氏を独立役員として届け出る予定であります。

７．新井章治氏は現在当社の社外取締役（監査等委員）であり、会社経営に関する幅広い知識・

経験をもとに、公正・的確に業務執行の監査・監督を遂行いただいております。今後は、こ

れらの豊富な知見等を活かし、当社グループの一層の事業拡大へ向けた的確な助言等をいた

だけることを期待しております。

８．当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との間で、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる

規定を定款に定めており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額と

しております。本議案が原案どおり承認された場合、当社は新井章治氏との間で同様の責任

限定契約を締結する予定であります。

９．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しており、本議案が原案どおり承認された場合、各候補者は当該保険契約の被保険者と

なります。当該保険契約の概要は、被保険者がその職務の執行に起因して損害賠償請求がな

されたことによって被る法律上の損害賠償金及び争訟費用を填補するものであります。当該

保険契約の内容については、事業報告（21頁）に記載のとおりであります。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

第２号議案が原案どおり承認可決された場合、本総会終結の時をもって、監査等委

員である取締役新井章治氏が退任し社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）に

就任いたしますので、その補欠として監査等委員である取締役１名の選任をお願いい

たしたいと存じます。

なお、本総会で選任された監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定めによ

り、退任する監査等委員である取締役の任期の満了する時までであります。

また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。

氏 名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する

当社株式数

い し も と か ず あ き

石 本 和 昭
(1956年５月９日生)

1986年８月 篠原啓慶会計事務所入所

－株
1995年７月 当社社外監査役就任

1996年８月 石本和昭税理士事務所設立、同事務所所長(現任)

2016年３月 当社社外監査役退任

(注)１．石本和昭氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．石本和昭氏は監査等委員である社外取締役候補者であります。同氏は当社が監査役会設置会

社であったときに20年８か月間、当社の社外監査役でありました。

３．石本和昭氏は東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、本議案が承認された

場合、同氏を独立役員として届け出る予定であります。

４．石本和昭氏は税理士としての専門的な知識・経験等を有しております。また、過去に当社の

社外監査役であったことから当社の事業にも精通しており、それらの知識・経験を業務執行

の監査・監督を公正・的確に遂行いただくことを期待しております。

５．当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との間で、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる

規定を定款に定めており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額と

しております。本議案が原案どおり承認された場合、当社は石本和昭氏との間で同様の責任

限定契約を締結する予定であります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しており、本議案が原案どおり承認された場合、石本和昭氏は当該保険契約の被保険者

となります。当該保険契約の概要は、被保険者がその職務の執行に起因して損害賠償請求が

なされたことによって被る法律上の損害賠償金及び争訟費用を填補するものであります。当

該保険契約の内容については、事業報告（21頁）に記載のとおりであります。
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第４号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により、当社の従

業員、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役、当社

グループ会社の従業員、取締役、監査役並びに社外協力者に対しストックオプション

として発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、

ご承認をお願いするものであります。

また、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締

役に対するストックオプションとしての新株予約権の発行は、取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）及び監査等委員である取締役に対する金銭でない報酬等に該当

し、またその額が確定していないため、確定金額報酬とは別に、その具体的な内容及

び具体的な算定方法についても、併せてご承認をお願いするものであります。

なお、第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決されますと、当社の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）は５名（うち社外取締役は１名）、当社の監査等委

員である取締役は３名（うち社外取締役は３名）となり、ストックオプションとして

の新株予約権の割当数は、当社取締役（監査等委員である取締役及びそれ以外の取締

役のうち社外取締役である者を除く。）に対し20,000個、監査等委員でない社外取締役

に対し2,500個、当社監査等委員である取締役に対し2,500個が上限となります。

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する割当は、取締役（監査等

委員である取締役を除く。）の報酬等の決定方針に基づき、会社の業績、担当職務、貢

献度等を総合的に勘案して取締役会で決定することとしており、その内容は相当なも

のであると判断しております。

１．特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする

理由

当社グループの業績向上及び企業価値増大に対する意欲や士気を高めるととも

に、株主の視点を取り入れることにより経営参画の意識を高めることを目的とし

て、当社の従業員、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員で

ある取締役、当社グループ会社の従業員、取締役、監査役並びに社外協力者に対

し、ストックオプションとして新株予約権を無償で発行するものであります。

２．新株予約権の発行要領

(1)本新株予約権の数の上限

新株予約権50,000個を上限とする。

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数

は、当社普通株式5,000,000株を上限とし、(3)①の規定に従い付与株式数が調整

される場合は、調整後付与株式数に上記新株予約権の上限数を乗じた数とする。

(2)新株予約権と引換えに払込む金銭

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。
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(3)本総会の決議による委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約

権の内容

①新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」とい

う。）は当社普通株式100株とする。

なお、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が株式

分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同

じ。）又は株式併合を行う場合は、本新株予約権のうち当該時点で権利行使され

ていないものについて、次の算式により付与株式数を調整する。ただし、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率

上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社

は合理的な範囲で付与株式数を調整することができるものとする。

②本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権を行使

することにより交付を受けることができる株式１株当たりの金銭の額（以下

「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、本新株予約権の発行を決議した日の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値（終値がない場合は、それに先立つ直近

日の終値）とする。

なお、行使価額の調整は以下のとおりとする。

(ア)本新株予約権割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の

算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げる。

上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当

社は、合理的な範囲で付与株式数を調整することができる。なお、上記の

調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割又は併合の比率

(イ)本新株予約権割当日後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で新株式

の発行又は本新株予約権自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定

（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、

当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社

普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調

整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。
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新規発行
×
１株当たり

既発行
＋
株 式 数 払 込 金 額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
株式数 １株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式

総数から当社の保有する普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

自己株式の処分を行う場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替える。

(ウ)上記のほか、本新株予約権割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割

当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合等、行使価額の調

整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の

上、当社は合理的な範囲で行使価額を調整することができるものとする。

③新株予約権を行使することができる期間

付与決議日より２年を経過した日から当該決議日より10年を経過する日まで

とする。

④本新株予約権の行使の条件

本新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使す

ることができない。

⑤本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

(ア)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げ

る。

(イ)本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備

金の額は、上記(ア)記載の資本金等増加限度額から上記(ア)に定める増加

する資本金の額を減じた額とする。

⑥譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

⑦本新株予約権の取得条項

(ア)当社が消滅会社となる合併についての合併契約、当社が分割会社となる吸

収分割についての吸収分割契約若しくは新設分割についての新設分割計画、

当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換契約又は当社が完全

子会社となる株式移転計画が、当社株主総会で承認されたとき（株主総会

による承認が不要な場合は、当社取締役会決議がなされたとき）は、当社

は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権を無償で

取得することができる。
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(イ)当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得につい

て当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

が可決された場合には、当社は、当社取締役会が別途定める日に、本新株

予約権の全部を無償にて取得することができる。

(ウ)本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得に

ついて当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総

会の決議によってその全部を取得することについての定めを設ける定款の

変更承認の議案が可決された場合には、当社は、当社取締役会が別途定め

る日に、本新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

⑧組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を

する場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予

約権（以下「残存新株予約権」という。）の本新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以

下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付

することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅するものとする。

ただし、次の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式

移転計画において定めた場合に限るものとする。

(ア)交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交

付する。

(イ)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ウ)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記①に準じて決定する。

(エ)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記②に準じて決定する。

(オ)新株予約権を行使することができる期間

上記③に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織

再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記③に定める行使期

間の満了日までとする。

(カ)新株予約権の行使の条件

上記④に準じて決定する。

(キ)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項
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上記⑤に準じて決定する。

(ク)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

(ケ)新株予約権の取得条項

上記⑦に準じて決定する。

⑨新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数がある場合には、これを切り捨てる。

⑩新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。

⑪新株予約権の公正価額の算定方法

当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び当社監査等委員である取

締役に対する金銭でない報酬等の額の算定の前提となる新株予約権の公正価額

は、割当日における諸条件を基にブラック・ショールズ・モデルを用いて算定

する。

以 上
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（提供書面）

事 業 報 告

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度（2021年１月１日～2021年12月31日）における世界及び日本経
済は、新型コロナウイルス感染症拡大によって停滞していた経済活動が、ワクチ
ン接種の効果などにより徐々に回復に向かいました。一方で、ロックダウンや感
染防止対策による社会経済活動の制限の繰り返しに加え、半導体の世界的な需給
ひっ迫、原材料価格の高騰の影響などから、景気の先行きは引き続き不透明な状
況で推移しました。
当社グループが属する情報通信機器業界におきましては、コロナ禍で定着した

リモート接続や昨今求められるデジタル変革への対応でネットワークの快適化や
強靭化への需要が高まっています。とりわけ、ワイヤレス通信やITインフラ運用
管理を簡素化する仮想化／クラウド化技術などが注目を集める一方、頻繫に発生
するサイバー攻撃に備えたサイバーセキュリティ対策が社会の重要課題となって
います。
このような状況の下、当社グループはデジタル化社会を支える重要なインフラ

を担う会社として、市場動向に基づく最新技術の製品化とサービスの開発／事業
化を進め、サイバーセキュリティ対策やITインフラの管理・運用に優れたソリュ
ーション、高付加価値サービスの拡販を強化してまいりました。営業・販促面で
は、オンラインによる各種セミナーを実施し、再開し始めたオフラインでのイベ
ント出展などを通して新規顧客開拓に努め、積極的かつ効果的なプロモーション
活動を展開してまいりました。さらに、営業・サービス体制の強化を図るため、
主に日本で人員増強を図りつつ海外で適材適所の人材配置に取り組むなど、経営
の効率化を進めました。

当連結会計年度の業績は、「GIGAスクール構想」関連の受注増加によって期初か
ら受注が好調に推移した日本での売上が大幅に増加し、また、経済活動が正常化
へと向かい始めた海外での売上が増加した結果、売上高は332億65百万円（前連結
会計年度比13.2％増）と、大幅な増収となりました。
利益面では、採用コストを含む人件費や研究開発費の上昇などから販売費及び

一般管理費が増加しましたが、増収効果により、営業利益は14億２百万円（前連
結会計年度比124.7％増）、経常利益は９億69百万円（前連結会計年度比141.8％
増）、また、親会社株主に帰属する当期純利益は13億70百万円（前連結会計年度比
637.2％増）と、増益となりました。

当連結会計年度における当社グループの所在地別セグメント売上高の概要は以
下のとおりです。

■日本
日本では、引き続き営業・サービス体制を強化してまいりました。コロナ禍で

のプロモーション活動として定着してきたWebセミナーを拡充しつつ、再開し始め
た展示会など各種イベントへの出展を通して新規顧客獲得に努めてまいりました。
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そのような中、前連結会計年度に続き当連結会計年度は期初から「GIGAスクール
構想」に絡む売上が大きく伸長しました。製品別では、主力製品であるxシリー
ズ・スイッチ製品群及び無線LAN製品に加え、サービス売上が伸長しました。この
結果、日本での売上高は220億84百万円（前連結会計年度比7.0％増）となりまし
た。
■米州
米州では、先送りとなっていた設備投資回復の兆しが表れ始めました。そのよ

うな中、パートナー企業との連携強化に努めた結果、販売代理店向けの出荷が増
加しました。また、在日米軍基地における居住者向けの定額制インターネットサ
ービスの売上が増加しました。製品別では、xシリーズ・スイッチ製品群及びネッ
トワークインターフェースカードの出荷が増加しました。この結果、米州全体で
の売上高は46億95百万円（前連結会計年度比18.9％増）となりました。
■EMEA（ヨーロッパ、中東及びアフリカ）〕
EMEAでは、社会経済活動が徐々に正常化に向かう動きが見られ、IT設備投資の

再開で各方面からの引き合いが増加し、特に欧州の先進国で売上が増加しました。
製品別では、xシリーズ・スイッチ製品群やメディアコンバータなどの出荷が増加
しました。この結果、EMEA全体での売上高は44億87百万円（前連結会計年度比
35.8％増）となりました。
■アジア・オセアニア
アジア・オセアニアでは、ソリューション営業を強化するため配置転換などに

より営業・マーケティング活動を補強し、新規顧客開拓に取り組んでまいりまし
た。そのような中、ロックダウンの影響は依然として残るものの、設備投資の持
ち直しなどにより受注が回復してまいりました。製品別では、ｘシリーズ・スイ
ッチ製品群の売上が好調となりました。この結果、アジア・オセアニア全体での
売上高は19億97百万円（前連結会計年度比35.0％増）となりました。

(単位：百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度比

売 上 高 29,381 33,265 13.2％

日 本 20,647 22,084 7.0％

米 州 3,950 4,695 18.9％

ＥＭＥＡ 3,303 4,487 35.8％

アジア・オセアニア 1,479 1,997 35.0％

営 業 利 益 624 1,402 124.7％

経 常 利 益 400 969 141.8％

親会社株主に帰属する当期純利益 185 1,370 637.2％

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度において、ネットワークサービスのためのインフラ設備、検証
用の評価機材、開発用機器、生産・検査用設備及び保守サービス用設備の取得な
ど、総額４億87百万円の設備投資を行っております。

(3) 資金調達の状況

資金調達につきましては、金融機関からの借入れ及び市場からの直接調達など、
資金需要ごとにより有利な方法で調達することとしております。
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(4) 対処すべき課題

当社グループが属する情報通信機器業界は、IoT普及に伴うワイヤレス通信への
対応、増加するサイバー攻撃への情報セキュリティ対策、IT運用管理の複雑化に
伴う業務負荷の軽減とIT専門分野の人材不足の解消といった喫緊の課題に対し需
要が拡大しております。
昨今の新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により、ロックダウンや

入国制限等が断続的に実施されております。その一方で、新型コロナウイルス感
染症の拡大は、中長期的には企業のデジタル化を推進するため、当社グループの
属する市場には拡大要素と捉えております。
このような経営環境の中で、競争力を維持するためには、潜在ニーズをいち早

く捉えて、将来を見据えた技術の獲得や顧客ニーズへの様々な対応が不可欠であ
ります。そのため、継続的な研究開発投資が重要であると考えております。
一方で、当社グループは2015年12月期まで数年間にわたり純損失を計上したこ

とにより、現状は繰越利益剰余金がマイナスの状況にあることから、この状況の
改善を図るための財務基盤の強化と安定的な利益の確保を目指しております。
また、企業経営に対する健全性、透明性が求められる中、当社グループは、コ

ーポレートガバナンスの確立、コンプライアンスの強化、会社情報の適時開示等
を通して、これらの要求、要望に応えられるように取り組んでまいります。

(5) 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第32期

(2018年12月期)

第33期

(2019年12月期)

第34期

(2020年12月期)

第35期

(当連結会計年度)

(2021年12月期)

売 上 高 (百万円) 28,638 29,121 29,381 33,265

営 業 利 益 (百万円) 550 246 624 1,402

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 84 △150 400 969

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益
(百万円) 211 135 185 1,370

１株当たり当期純利益金額 (円) 1.93 1.23 1.70 12.49

総 資 産 (百万円) 22,675 24,668 25,770 28,883

純 資 産 (百万円) 4,657 4,434 4,337 6,201

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 40.09 39.59 38.70 55.92

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

アライドテレシス株式会社
1,987

百万円
100.0％ ネットワーク関連機器の開発、販売、保守

Allied Telesis International

(Asia)Pte.Ltd.

19,583

千シンガポールドル
100.0％ ネットワーク関連機器の製造、物流統括、販売、開発

Allied Telesis,Inc.
18

千米ドル
54.2％ ネットワーク関連機器の開発、販売
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③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

(7) 主要な事業内容（2021年12月31日現在）

① ネットワーク関連機器の開発、製造、販売、保守及びコンサルティング
② コンピュータソフトウェア及び情報システムの開発、企画、製作、販売、

保守及びコンサルティング
③ 上記①②に関連する工事の設計、施工、運用・管理、保守及びコンサルテ

ィング

(8) 主要な営業所及び工場（2021年12月31日現在）

当 社 本社：東京都品川区

国内拠点

北海道、岩手県、宮城県、秋田県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、島根県、岡山県、広島県、香川県、

愛媛県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

海外拠点

アメリカ、メキシコ、オランダ、スイス、スペイン、ドイツ、ルーマニア、

イスラエル、ニュージーランド、オーストラリア、シンガポール、フィリピン、

マレーシア、インド、ベトナム、タイ、インドネシア、中国、台湾

(9) 使用人の状況（2021年12月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事業部門 使用人数 前連結会計年度末比増減

情報通信・ネットワーク関連事業 1,807（55）名 83名増 (－)

合 計 1,807（55）名 83名増 (－)

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して
おります。

② 当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平 均 勤 続 年 数

40（－）名 ５名増（－） 45.1歳 15年６か月

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して
おります。

(10) 主要な借入先の状況（2021年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 930百万円

Resona Merchant Bank Asia Limited 818百万円

株式会社三菱UFJ銀行 710百万円

株式会社商工組合中央金庫 497百万円
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(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

２．会社の株式に関する事項（2021年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 600,000,000株

(2) 発行済株式の総数 109,731,545株（自己株式470株を含む）

(3) 株主数 13,687名

(4) 大株主

株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）

OSHIMA GENERAL HOLDINGS NO.1, LLC 47,660,000 43.43

横山 尚之 1,512,200 1.38

野末 郁代 1,080,000 0.98

松井証券株式会社 1,041,600 0.95

楽天証券株式会社 953,700 0.87

アライドテレシスホールディングス従業員持株会 563,200 0.51

JPモルガン証券株式会社 459,664 0.42

岡崎 吉男 456,000 0.42

野村證券株式会社 445,990 0.41

福永 嘉之 436,500 0.40

（注）持株比率は、自己株式（470株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有する職務執行の対価として交付した新株予約権等の状況

（2021年12月31日現在）

第24回新株予約権（2012年３月27日開催の第25回定時株主総会）

発行決議日 2013年３月14日開催の取締役会

新株予約権の数 18,385個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 1,838,500株

新株予約権の払込金額 金銭の払込みを要しない

新株予約権の行使価額 １株当たり255円

新株予約権の行使期間 2015年３月23日～2022年３月26日

当社役員の保有状況 人数 新株予約権の数 目的となる株式の数

取締役(監査等委員を除く) １名 2,000個 200,000株

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役の氏名等（2021年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 大 嶋 章 禎
Allied Telesis,Inc.取締役会長兼ＣＥＯ

アライドテレシス株式会社代表取締役社長

代表取締役副会長 Ｓａｃｈｉｅ Ｏｓｈｉｍａ

スタンフォード大学医学部特任准教授

Allied Telesis,Inc.取締役

Allied Telesis Capital Corp.取締役

取 締 役 Ａｓｈｉｔ Ｐａｄｗａｌ

Allied Telesis Capital Corp.取締役

Allied Telesis,Inc.チーフリスクオフィサー

米国航空宇宙工業会サプライチェーン諮問委員会メンバー

国際プリント基板協会政府関係委員会メンバー

社外取締役

（監査等委員）
井 上 隆 司

公認会計士

共栄会計事務所パートナー

株式会社ブロードバンドタワー取締役（監査等委員）

HOUSEI株式会社監査役

社外取締役

（監査等委員）
若 菜 忠 ―

社外取締役

（監査等委員）
新 井 章 治 ―

（注）１．当社は、監査等委員である取締役の井上隆司氏及び若菜忠氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、届け出ております。

２．監査等委員である井上隆司氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

３．当社は、情報収集の充実を図り、内部統制部門との連携により監査の実効性を高めるため、
新井章治氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．上記に記載の兼職先と当社との間に重要な取引関係はありません。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は監査等委員である社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契
約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社の取締役及び監査等委員並びに子会社の取締役及び監査役を被保

険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会
社との間で締結しており、保険料は全額当社が負担しております。当該保険契約
の概要は、被保険者がその職務の執行に起因して損害賠償請求がなされたことに
よって被る法律上の損害賠償金及び争訟費用を填補するものであり、１年毎に契
約更新しております。

ただし、当該保険契約には、被保険者の違法な私的利益供与、犯罪行為、法令
に違反することを認識しながら行った場合は填補されないなど、一定の免責事由
があります。
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(4) 当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

役員区分 支給人員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く） ４名 150百万円
（うち社外取締役） ( －名) ( －百万円)

取締役（監査等委員） ３名 21百万円
（うち社外取締役） ( ３名) ( 21百万円)

合 計 ７名 171百万円
( ３名) ( 21百万円)

（注）１．上記取締役（監査等委員を除く）には、2021年３月25日開催の第34回定時株主総会終結の時
をもって退任した取締役１名を含めております。

２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2019年３月28日開催の第32回定時株主総会に
おいて年額７億円以内（ただし使用人分給与は含まない。）と決議されております。当該株
主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は３名です。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2019年３月28日開催の第32回定時株主総会において
年額５千万円以内と決議されております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の
員数は３名（うち、社外取締役は３名）です。

４．取締役（監査等委員を除く）の報酬等は、会社の業績、担当職務、貢献度等を総合的に勘案
して決定することとしており、個人別の具体的な内容の決定は、取締役会決議に基づき代表
取締役会長兼社長大嶋章禎に一任しております。委任をした理由は、会社の業績を勘案しつ
つ、各取締役の担当職務やその職務状況、貢献度等の評価を行うには、同人が適していると
判断したためであります。
取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容が決定
方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものと判断しております。

５．取締役（監査等委員）の報酬等は、監査等委員の協議により決定しております。

(5) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

「(1)取締役の氏名等」に記載のとおりであります。

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 活動状況

社外取締役

（監査等委員）
井 上 隆 司

当事業年度に開催された取締役会４回及び監査等委員会13回の全

てに出席いたしました。

主に公認会計士としての専門的見地、企業監査の経験から、議

案・審議全般について適宜、必要な発言を行っております。

社外取締役

（監査等委員）
若 菜 忠

当事業年度に開催された取締役会４回及び監査等委員会13回の全

てに出席いたしました。

通信・ネットワークの幅広い知識、当社取締役及び当社子会社代

表取締役としての業務執行の経験から、議案・審議全般について

適宜、必要な発言を行っております。

社外取締役

（監査等委員）
新 井 章 治

当事業年度に開催された取締役会４回及び監査等委員会13回の全

てに出席いたしました。

主に経営に関する広範な知識、経験から、議案・審議全般につい

て適宜、必要な発言を行っております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款の規定に基づくみなし取締役会
決議が43回ありました。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48,500千円

②当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益

の合計額
58,500千円

（注）１．当社監査等委員会は、会計監査人が提出した監査計画の妥当性や適切性等及び過去の監査の
実績を検討した結果、当該報酬等に同意しております。

２．当社の連結子会社であるアライドテレシス株式会社につきましても、有限責任監査法人トー
マツが会計監査人となっております。

３．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の金額に
はこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当するときは、監査等
委員全員の同意に基づく解任、又は監査等委員会の決議により、株主総会に提出
する会計監査人の解任に関する議案の内容の決定を行います。
また、監査等委員会は、会計監査人の独立性・専門性及び監査活動の適切性・

妥当性の評価等を勘案し、株主総会に提出する会計監査人を再任しないことに関
する議案の内容を決定します。

(4) 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の規定を定款に設け
ておりますが、現時点で責任限定契約は締結しておりません。

６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

当社は、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重要な経営
の責務であると認識し、実効性ある内部統制システムの構築と法令・定款遵守の体
制の確立に努めます。

(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の
とおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
「企業倫理規程」等のコンプライアンス体制に係る規程を、全役職員が法令、

定款及び社会規範を遵守した行動を取るための行動規範とする。本件所管部署
は法務室とし、同部署を中心に役職員への教育等を行い、その徹底を図る。
内部監査人は、代表取締役の指示に従い、コンプライアンスの状況を監査し、

― 23 ―

2022年03月01日 17時05分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



定期的に報告するものとする。法令上疑義ある行為等については、使用人が直
接に情報提供を行う手段としてコンプライアンス・ホットラインを設置・運営
する。また、グループ全体のコンプライアンス体制の運用評価及び整備・強
化・有効性の維持・向上のために必要な諸施策を提言することを目的とする
「統合コンプライアンス委員会」を設置する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒

体（以下、「文書等」という。）に記録し、保存及び管理する。監査等委員でな
い取締役及び監査等委員は「文書管理規程」により、常時、これらの文書等を
閲覧できるものとする。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
品質、コンプライアンス、情報セキュリティ、災害、輸出入管理等に係るリ

スクについては、それぞれの担当部署において諸規則の策定、研修の実施等を
行うものとする。さらに、組織横断的なリスク状況の監視及び全社的対応は、
「統合コンプライアンス委員会」を中心に行うものとする。新たに生じた重大な
リスクについては、速やかに対応する責任者となる取締役を定め、対応にあた
るものとする。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は、全役職員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役は、

その目標達成のために、各部門の具体的目標及び「職務権限規程」に基づく効
率的な目標達成のための方法を定める。業務担当取締役は、その進捗状況を定
期的に取締役会に報告し、取締役会は、その内容を検討の上、改善を促すもの
とする。

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
グループのセグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵

守体制及びリスク管理体制を構築する権限と責任を与えるものとする。これに
は、グループ各社の取締役に対し、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び
管理に関する体制の整備について指導することを含む。総務室は、これらを横
断的に推進し、管理する。

⑥子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る重要事項の当社への報告体制及
び職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社が定める「グループ管理規程」に基づいて、子会社の業績、財務状況、

重要な人事、その他重要な情報について取締役会は定期的な報告を受け、その
状況に応じてリスク管理を行う。また、業務の効率性を確保する社内体制を整
備する。

⑦監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する体制及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、並
びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の職務を補助すべき専属の使用人は置かないものとする。ただ

し、監査等委員会は必要に応じて法務室長の了承を得た上で、法務室所属の使
用人に対し監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、その使用
人は、その命令に関して取締役及び法務室長の指揮命令を受けないものとする。
当該使用人の人事評価及び懲戒に関しては、監査等委員会の事前の同意を得る
ものとする。
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⑧当社及び子会社の取締役・使用人が監査等委員会に報告をするための体制その
他の監査等委員会への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたこ
とを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、法令に定め

る事項（会社法第357条）に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部監査
の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況を速やかに報告
する。報告の方法は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と監査等委員
会との協議により決定する。なお、監査等委員会に前項の報告を行ったものに
対して、当該報告を理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す
る事項
監査等委員が職務執行について、当社に対し会社法第388条に基づく費用の前

払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の
職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を
処理する。

⑩その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会と代表取締役、業務担当取締役等との間の定期的な意見交換会

を設定する。また、監査等委員会は、必要に応じて会計監査人から説明を受け
るとともに、情報の交換を行うなど連携を図っていくものとする。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

上記(1)の業務の適正を確保するための体制については、「統合コンプライアン
ス委員会」を設置し、その実効性を確認することとしております。当事業年度に
関しては「統合コンプライアンス委員会」を２回開催しております。

７．会社の支配に関する基本方針

当社は、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方
針」及び「買収防衛策」については、特に定めておりません。
なお、株式の大量買付行為等のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さ

ないものについては、関係諸法令に従い適切な措置を講じてまいります。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、安定的かつ継続的な株主への利益還元を経営課題として考えるとともに、
社会のニーズや技術の進歩・動向などを見据えた研究開発を成長のための必要不可
欠な投資と位置付けた上で、経営基盤の強化と財務体質の健全性の保持に努めてお
ります。その上で業績に応じた株主への利益還元を実施することを基本方針として
おります。
しかしながら、繰越利益剰余金が欠損の状況にあり、財務基盤の安定を最優先と

することから、配当を見送る予定です。当社は、早期の業績の回復と復配に向けて
全力で取り組んでまいります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満を切り捨て、比率その他については

四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2021年12月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

リース債権及びリース投資資産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

使 用 権 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

18,532,550

4,717,610

5,377,972

510,598

4,245,335

485,814

1,899,223

1,423,288

△127,293

10,350,544

5,814,779

1,521,597

578,294

475,539

2,762,691

437,358

39,297

225,752

225,752

4,310,012

3,270

3,155,668

1,159,070

△7,996

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 16,460,682

支払手形及び買掛金 3,113,323

短 期 借 入 金 1,300,000

１年内返済予定の長期借入金 1,817,415

未 払 費 用 1,558,708

リ ー ス 債 務 655,264

未 払 法 人 税 等 254,369

賞 与 引 当 金 343,008

前 受 収 益 5,980,579

そ の 他 1,438,013

固 定 負 債 6,220,956

長 期 借 入 金 2,516,437

リ ー ス 債 務 2,519,460

繰 延 税 金 負 債 11,802

退職給付に係る負債 635,571

そ の 他 537,683

負 債 合 計 22,681,639

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 5,772,632

資 本 金 10,019,161

資 本 剰 余 金 199,447

利 益 剰 余 金 △4,445,933

自 己 株 式 △42

その他の包括利益累計額 363,884

為 替 換 算 調 整 勘 定 367,764

退職給付に係る調整累計額 △3,879

新 株 予 約 権 64,938

純 資 産 合 計 6,201,455

資 産 合 計 28,883,095 負 債 純 資 産 合 計 28,883,095

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 33,265,424

売 上 原 価 12,635,787

売 上 総 利 益 20,629,636

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,226,661

営 業 利 益 1,402,975

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 595

受 取 保 険 金 5,890

助 成 金 収 入 6,859

保 険 返 戻 金 6,399

そ の 他 3,723 23,468

営 業 外 費 用

支 払 利 息 257,017

為 替 差 損 90,819

支 払 手 数 料 105,379

そ の 他 4,155 457,371

経 常 利 益 969,072

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 26,190 26,190

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 995,262

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 327,980

法 人 税 等 調 整 額 △703,065 △375,084

当 期 純 利 益 1,370,347

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,370,347

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 10,014,121 194,407 △5,816,281 △31 4,392,216

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) 5,040 5,040 10,080

親会社株主に帰属する当期純利益 1,370,347 1,370,347

自 己 株 式 の 取 得 △11 △11

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 5,040 5,040 1,370,347 △11 1,380,416

当 期 末 残 高 10,019,161 199,447 △4,445,933 △42 5,772,632

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整累

計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △136,265 △11,475 △147,740 92,928 4,337,404

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) 10,080

親会社株主に帰属する当期純利益 1,370,347

自 己 株 式 の 取 得 △11

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

504,029 7,595 511,625 △27,990 483,635

連結会計年度中の変動額合計 504,029 7,595 511,625 △27,990 1,864,051

当 期 末 残 高 367,764 △3,879 363,884 64,938 6,201,455

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 31社

主要な連結子会社名

・アライドテレシス株式会社

・Allied Telesis,Inc.

(2) 非連結子会社の数 １社

非連結子会社名

・Allied Telesis Panama Inc.

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益 (持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため連結の範囲から除外

しております。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社の数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社

Allied Telesis Panama Inc.は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等が重要な影響を及ぼさないため持分法の適用範囲から除外しております。

3. 連結子会社及び持分法適用関連会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、Allied Telesis India Private Ltd.の決算日は３月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用し

ております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

② デリバティブ 時価法によっております。

③ たな卸資産

商品及び製品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、1998年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法）により、海外連結子会

社は、定額法によっております。

主な耐用年数

建物及び構築物 （３年～38年）

機械装置及び運搬具 （５年～６年）

工具、器具及び備品 （２年～20年）

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

自社利用ソフトウェアは、社内における見込利用可能期間（３年又は５

年）に基づく定額法によっております。
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③ リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用し

ております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

④ 使用権資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

なお、在外連結子会社については、国際財務報告基準に基づき財務諸表

を作成しており、国際財務報告基準第16号「リース」（以下「IFRS16号」

という。）を適用しております。IFRS16号により、リースの借手につい

ては、原則として全てのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に負担すべ

き支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(８年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益

処理することとしております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

(6) 連結計算書類の作成の基礎となった連結会社の計算書類の作成にあたって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、海外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満

たしている場合は、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） 金利スワップ 為替予約取引

（ヘッジ対象） 借入金の利息 外貨建金銭債務

③ ヘッジ方針

当社の市場リスク管理要領に基づき、外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で必要

な範囲内で為替予約取引を行っております。また、借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。
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④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジの有効性の評価は、原則としてヘッジ取引開始時点から有効性評価時点までの期間

において、ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略しております。

(8) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(9) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(10) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８

号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて

単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３

項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改

正前の税法の規定に基づいております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結

会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する

注記を記載しております。

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めて表示しておりました「未払費用」

（前連結会計年度 1,286,066千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記

しております。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数

料」（前連結会計年度2,607千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記し

ております。

Ⅲ．重要な会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 3,155,668千円

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断してお

ります。当該判断は、収益力及びタックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の

十分性により判断しております。

一時差異等加減算前課税所得の見積りは、経営者によって承認された連結予算を基礎として経営

環境等が当社グループの業績へ及ぼす影響等を勘案し、各社の回収可能と判断した見積可能期間で

算定しております。その結果、将来回収が見込まれないと判断した繰延税金資産については、評価

性引当額として取り崩しております。

当該連結予算について、売上高においては受注状況や商談金額、費用においては過去の実績及び

人員計画等を勘案し、為替レートを想定した上で純利益を見積もっております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、当社グループの業績に与える影響は軽

微であるとの仮定を置いております。
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当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動及び為替変動等により見直し

が必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等

調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産

次の資産を担保に供しております。

科目

建物及び構築物 678千円

土地 1,698,721千円

計 1,699,399千円

上記の担保資産に対する債務は次のとおりであります。

科目

１年内返済予定の長期借入金 108,000千円

長期借入金 582,000千円

計 690,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 9,214,921千円

3. 財務制限条項

当社及び一部の連結子会社は、金融機関とシンジケートローン契約及びリース契約を締結してお

ります。これらの契約には財務制限条項が付されており、抵触した場合、当社は借入先からの通知

により、期限の利益を喪失する可能性があります。主な内容は次のとおりであります。

シンジケートローン契約及びリース契約

① 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2,000,000千円

以上に維持すること。

② 各年度の決算期における連結の損益計算書に示される営業損益と連結のキャッシュ・フロ

ー計算書上の減価償却費の合計が２期連続して損失とならないようにすること。

当該契約に基づく債務の当連結会計年度末残高は、１年内返済予定の長期借入金 376,000

千円、リース債務（流動負債) 291,582千円、長期借入金 188,000千円及びリース債務

（固定負債) 2,102,666千円であります。

（表示方法の変更）

前連結会計年度において、契約別に記載しておりました財務制限条項は、当該注記事項の明瞭性

を高めるため、当連結会計年度より財務制限条項の内容毎に集約して記載しております。

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
(単位：株)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加株式数 減少株式数 当連結会計年度末

普通株式 109,671,545 60,000 － 109,731,545

（変動の事由）普通株式の増加は、新株予約権（ストックオプション）の権利行使による新株の発行

であります。

2. 自己株式の種類及び総数に関する事項
(単位：株)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加株式数 減少株式数 当連結会計年度末

普通株式 371 99 － 470

（変動の事由）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求による取得であります。
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3. 剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

4. 新株予約権に関する事項

発行決議の日
2012年３月27日(株主総会)及び

2013年３月14日(取締役会)

新株予約権の数 18,385個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,838,500株

(注)目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

Ⅵ．金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入やリース取引）を調達して

おります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、

後述するリスクを回避するために利用しており、投機的取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、リース債権及びリース投資資産は、顧客の信用リスク

に晒されております。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規定に従い、取引先毎

の期日管理及び残高管理を行うとともに、その信用状況を定期的に把握する体制としていま

す。

また、在外子会社の受取手形及び売掛金は、為替リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。外貨建て

のものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、適宜先物為替予約を利用してヘ

ッジをしております。

借入金及びリース債務については、営業取引及び設備投資等に係わる資金を短期及び長期の

適切な配分により調達しております。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていま

すが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定

化を図るために、個別契約毎にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利

用しています。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満た

しているため、その判定をもって有効性の評価を省略しています。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた管理規定に従い、取締役会の

承認を得た市場リスク管理施策に基づき、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、格付の高い金

融機関とのみ取引を行っています。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは各社が適

時に資金繰計画を作成・更新するとともに手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理し

ています。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額が無い場合には合理的に算出

された価額が含まれております。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

((注2)参照)。

連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 4,717,610 4,717,610 －

(2) 受取手形及び売掛金 5,377,972

貸倒引当金(※1) △127,293

受取手形及び売掛金 5,250,679 5,247,944 △2,735

(3)リース債権及びリース投

資資産
510,598 659,041 148,443

資産計 10,478,888 10,624,596 145,707

(1) 支払手形及び買掛金 3,113,323 3,113,323 －

(2) 短期借入金 1,300,000 1,300,000 －

(3) 長期借入金(※2) 4,333,853 4,334,930 1,077

(4) リース債務(※3) 3,174,725 3,178,242 3,516

負債計 11,921,902 11,926,496 4,594

デリバティブ取引 － － －

(※1) 受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。

(※2) １年以内に期限が到来する長期借入金を含めております。

(※3) １年以内に期限が到来するリース債務を含めております。

(注1)金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(2)受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金の時価については、期末日より決済期日が１年超の売掛金はリスクフ

リーレートに信用リスクを加味した利率により割り引いて算出する方法によっており、１年

以内の受取手形及び売掛金は短期間で決済されるため、当該帳簿価額によっております。

(3)リース債権及びリース投資資産

一定の期間ごとに分類した将来キャッシュ・フローを、リスクフリーレートに信用リスク

を加味した利率で割り引いて算出する方法によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(3)長期借入金、(4)リース債務

これらは元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割引いて算

出する方法によっております。変動金利による長期借入金は、短期間で市場金利を反映し、

また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して

いると考えられるため、当該帳簿価額によっております。金利スワップの特例処理の対象と

された長期借入金は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借

入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割引いて算出する方法によっており

ます。

― 34 ―

2022年03月01日 17時05分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



デリバティブ取引

該当事項はありません。

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表価額(千円)

非上場関係会社有価証券 1,377

非上場株式 1,892

(注3)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超(千円)

現金及び預金 4,717,610 － －

受取手形及び売掛金 5,329,264 37,709 10,998

リース債権及びリース投

資資産
154,589 356,008 －

(注4)長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超(千円)

長期借入金 1,817,415 2,335,621 180,816

リース債務 655,264 1,601,494 917,966

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 55円92銭

2. １株当たり当期純利益 12円49銭

（算定の基礎）

親会社株主に帰属する当期純利益 1,370,347千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,370,347千円

普通株式の期中平均株式数 109,721,100株

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

当社の連結子会社であるアライドテレシス株式会社が提訴しておりました訴訟の和解成立に伴

い、受取和解金を受領いたしました。

和解の内容

(1) 和解成立日： 米国時間2022年１月31日（日本時間2022年２月1日）

(2) 受取和解金： USD 75,000,000

なお、訴訟及び和解の詳細、相手先の名称につきましては、和解条項に秘密保持条項が含まれて

おりますため、開示は差し控えさせていただきます。
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貸 借 対 照 表
(2021年12月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

関係会社長期未収入金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,470,170

1,638,313

18,791

445,042

68,096

1,050,472

328,254

△1,078,800

12,001,068

2,006,380

141,509

904

402

28,805

1,834,758

121,507

121,015

492

9,873,180

1,892

8,688,402

22,768

804,122

746,359

355,993

△746,359

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

短 期 借 入 金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

買 掛 金

未 払 費 用

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

関 係 会 社 立 替 債 務

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

関係会社事業損失引当金

債務保証損失引当金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

8,787,488

1,300,000

2,496,221

809,806

25,167

35,294

30,751

1,077

2,994

11,307

4,020,814

54,053

3,837,761

1,787,437

52,859

29,638

1,171,617

736,435

6,010

53,763

負 債 合 計 12,625,250

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

新 株 予 約 権

1,822,087

10,019,161

211,486

211,486

△8,408,517

156,390

△8,564,907

△8,564,907

△42

23,900

純 資 産 合 計 1,845,988

資 産 合 計 14,471,238 負 債 純 資 産 合 計 14,471,238

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益

ロ イ ヤ リ テ ィ ー 収 入 3,751,822

不 動 産 賃 貸 収 入 524,972 4,276,794

営 業 費 用

ロ イ ヤ リ テ ィ ー 原 価 6,364

研 究 開 発 費 4,194,158

不 動 産 賃 貸 原 価 433,701

そ の 他 649,428 5,283,653

営 業 損 失 1,006,858

営 業 外 収 益

受 取 利 息 529

受 取 配 当 金 682,873

シ ス テ ム 利 用 料 38,421

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 250,273

そ の 他 120,604 1,092,702

営 業 外 費 用

支 払 利 息 120,334

支 払 手 数 料 105,379

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 782,258

為 替 差 損 44,222

そ の 他 1,105 1,053,300

経 常 損 失 967,456

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 26,190 26,190

税 引 前 当 期 純 損 失 941,266

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △326,002

法 人 税 等 調 整 額 △112,965 △438,967

当 期 純 損 失 502,298

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自 2021年１月１日
至 2021年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 10,014,121 206,446 206,446

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 5,040 5,040 5,040

当 期 純 損 失

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） － － －

事業年度中の変動額合計 5,040 5,040 5,040

当 期 末 残 高 10,019,161 211,486 211,486

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 156,390 △8,062,609 △7,906,218 △31 2,314,318

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － － 10,080

当 期 純 損 失 △502,298 △502,298 △502,298

自 己 株 式 の 取 得 △11 △11

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） － － － － －

事業年度中の変動額合計 － △502,298 △502,298 △11 △492,230

当 期 末 残 高 156,390 △8,564,907 △8,408,517 △42 1,822,087

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 51,890 2,366,208

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 － 10,080

当 期 純 損 失 △502,298

自 己 株 式 の 取 得 △11

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） △27,990 △27,990

事業年度中の変動額合計 △27,990 △520,220

当 期 末 残 高 23,900 1,845,988

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 時価のないもの 移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

によっております。

主な耐用年数 建物 （３年～38年）

構築物 （10年～20年）

工具、器具及び備品 （２年～20年）

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（３年又は５年）に

基づく定額法によっております。

(3) リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して

おります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。

（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(８年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

（4）関係会社事業損失引当金

子会社に対する将来の損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

（5）債務保証損失引当金

関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案して損失負担

見込額を計上しております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。
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5. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満た

している場合は、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） 金利スワップ 為替予約取引

（ヘッジ対象） 借入金の利息 外貨建金銭債務

(3) ヘッジ方針

当社の市場リスク管理要領に基づき、外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で必要な

範囲内で為替予約取引を行っております。また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジの有効性の評価は、原則としてヘッジ取引開始時点から有効性評価時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略しております。

6. その他計算書類作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら

の会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(3) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(4) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグ

ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行

われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適

用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果

会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2018年２月16日）第44項の定

めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて

おります。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業

年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しており

ます。

(損益計算書)

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「支払手数料」（前事業年

度 2,607千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

Ⅲ．重要な会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 804,122千円

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断してお

ります。当該判断は、収益力及びタックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の

十分性により判断しております。
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一時差異等加減算前課税所得の見積りは、経営者によって承認された連結予算を基礎として経営

環境等が当社の業績へ及ぼす影響等を勘案し、回収可能と判断した見積可能期間で算定しておりま

す。その結果、将来回収が見込まれないと判断した繰延税金資産については、評価性引当額として

取り崩しております。

当該連結予算について、売上高においては受注状況や商談金額、費用においては過去の実績及び

人員計画等を勘案し、為替レートを想定した上で純利益を見積もっております。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、当社の業績に与える影響は軽微である

との仮定を置いております。

当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動及び為替変動等により見直し

が必要となった場合、翌事業年度の計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の

金額に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記

1． 担保に供している資産は次のとおりであります。

科目

構築物 678千円

土地 1,698,721千円

計 1,699,399千円

上記の担保資産に対する債務は次のとおりであります。

科目

１年内返済予定の長期借入金 108,000千円

長期借入金 582,000千円

計 690,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 47,791千円

3. 保証債務

Allied Telesis,Inc.

リース契約に関する保証債務 （20,815千USD） 2,394,249千円

Allied Telesis International(Asia)Pte.Ltd.

リース契約に関する保証債務 （1,094千SGD） 93,175千円

借入金に対する保証債務 （4,515千USD） 564,315千円

(45,000千円）

Allied Telesis (Hong Kong) Ltd.

借入金に対する保証債務 （2,269千USD） 273,036千円

(12,000千円）

Allied Telesis Asia Pacific Pte.Ltd.

借入金に対する保証債務 （1,200千USD） 138,024千円

アライドテレシス株式会社

リース契約に関する保証債務 87,945千円

アライドテレシスキャピタルジャパン株式会社

リース契約に関する保証債務 2,431千円

借入金に対する保証債務 100,000千円

割賦契約に対する保証債務 391,050千円

債務保証損失引当金 △736,435千円

計 3,307,792千円

4. 財務制限条項

当社は、金融機関とシンジケートローン契約を締結しております。これらの契約には財務制限

条項が付されており、抵触した場合、当社は借入先からの通知により、期限の利益を喪失する可

能性があります。主な内容は次のとおりであります。

― 41 ―

2022年03月01日 17時05分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



シンジケートローン契約

① 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2,000,000千円

以上に維持すること。

② 各年度の決算期における連結の損益計算書に示される営業損益と連結のキャッシュ・フロ

ー計算書上の減価償却費の合計が２期連続して損失とならないようにすること。

当該契約に基づく債務の当事業年度末残高は、１年内返済予定の長期借入金 376,000千円

及び長期借入金 188,000千円であります。

（表示方法の変更）

前事業年度において、契約別に記載しておりました財務制限条項は、当該注記事項の明瞭性を高

めるため、当事業年度より財務制限条項の内容毎に集約して記載しております。

5. 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 1,670,926千円

短期金銭債務 1,724,416千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入 3,751,822千円
不 動 産 賃 貸 収 入 524,972千円
研 究 開 発 費 4,193,249千円
業 務 委 託 費 23,520千円
営 業 取 引 以 外 の 収 益 741,430千円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

(単位：株)

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 371 99 － 470

（変動の事由）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求による取得であります。

Ⅶ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

試験研究費 776,978千円

繰越欠損金 923,479千円

投資有価証券評価損 15,636千円

貸倒引当金 558,863千円

関係会社事業損失引当金 358,749千円

債務保証損失引当金 225,496千円

関係会社株式評価損 4,152,479千円

賞与引当金 5,444千円

退職給付引当金 15,566千円

減価償却超過額 769千円

固定資産減損 107,869千円

その他 80,007千円

繰延税金資産 小計 7,221,341千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △504,022千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,913,196千円

繰延税金資産合計 804,122千円
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記

1. 子会社等

種
類

会社等の名称 所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子
会
社

アライドテレシス㈱
東京都
品川区

1,987,000
千円

ネットワーク関連機器
の開発、販売・保守

直接
100％

役員の兼任
ロイヤリティ受取
決済代行
不動産賃貸
開発委託
債務保証

ロイヤリティ収入
不動産賃貸収入
決済代行

注１
注２
注３

3,609,504
523,148

6,435,761

売 掛 金
関係会社立替債務

399,477
4,020,814

アライドテレシスキャピタルジャパン㈱
東京都
品川区

115,000
千円

ネットワーク関連機器
のリース、賃貸借、売
買及び保守管理

直接
100％

役員の兼任
不動産賃貸
債務保証

債務保証 注５ 493,481 ー ー

Allied Telesis,
Inc.

San Jose
U.S.A

18
千米ドル

ネットワーク関連機器
の開発、販売

直接
54.2％

役員の兼任
開発委託
債務保証

借入の返済
研究開発
債務保証

注４
注６

662,140
1,406,379
2,394,249

1年内返済予定の
長期借入金

1,035,180

Allied Telesis
Capital Corp.

San Jose
U.S.A

43,500
千米ドル

ネットワークサービス
ネットワーク関連機器
の開発

直接
100％

役員の兼任
開発委託

研究開発
受取配当金

注４ 590,960
392,951

未 払 金 361,773

Allied Telesis
Wireless Ltd.

Israel
40

千米ドル
ネットワーク関連機器
の開発、販売

直接
100％

資金の援助
資金の回収
受取利息 注７

482,093
ー

短期貸付金
注10

1,050,472

Allied Telesis
Labs Ltd.

Christchurch
New Zealand

5,280
千ニュージー
ランドドル

ネットワーク関連機器
の開発

直接
100％

役員の兼任
開発委託

研究開発 注４ 1,335,330 ー ー

Allied Telesis
International
(Asia)Pte.Ltd.

Singapore
19,583
千シンガ
ポールドル

ネットワーク関連機器
の製造、物流統括、販
売、開発

直接
100％

債務保証 債務保証 注８ 657,491 ー ー

Allied Telesis
(Hong Kong)Ltd.

香港
中国

30,012
千米ドル

ネットワーク関連機器
の製造、物流統括

直接
100％

債務保証 債務保証 注９ 273,036 ー ー

Allied Telesyn
Asia Pacific
Limited

香港
中国

10
千香港ドル

持株会社
直接
100％

ー 受取配当金 220,720 ー ー

Allied Telesis
(China) Ltd.

中国
20,678
千人民元

ネットワーク関連機器
の販売

直接
100％

ー ー ー
関係会社
長期未収入金

注11
656,361

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

1. ロイヤリティ収入につきましては、子会社の販売価額を基準として合理的に決定しております。

2. 不動産賃貸収入につきましては、当社の原価を基準として合理的に決定しております。

3. 当社は、アライドテレシス株式会社の売上代金の回収等及び仕入代金の支払等に関する包括的な

決済代行を行っており、代理回収による入金額と代理支払による出金額の差額を取引金額として

記載しております。

4. 研究開発費につきましては、子会社の原価を基準として合理的に決定しております。

5. 債務保証は、借入金、リース契約及び割賦契約について当社が債務を保証したものであります。

6. 債務保証は、リース契約について当社が債務を保証したものであります。

当該子会社の債務超過額に対し、736,435千円の債務保証損失引当金を計上しております。

7. 利息支払遅延のため、会計上受取利息を不計上としております。

8. 債務保証は、借入金及びリース契約について当社が債務を保証したものであります。

9. 債務保証は、借入金について当社が債務を保証したものであります。

10. 短期貸付金に対し、1,050,472千円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において303,881千円の貸倒引当金戻入額を計上しております。

当該子会社の債務超過額に対し、819,917千円の関係会社事業損失引当金を計上しております。

また、当事業年度において741,686千円の関係会社事業損失引当金繰入額を計上しております。

11. 関係会社未収入金に対し、656,361千円の貸倒引当金を計上しております。

当該子会社の債務超過額に対し、276,767千円の関係会社事業損失引当金を計上しております。
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2. 役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員の近親者が
議決権の過半数を
所有している会社

㈱スタンフォード
京都市
右京区

10,000
千円

不動産業 ― 子会社役員の兼任 修 繕 費 等 50,000
流動資産
(その他)

139,000

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 修繕費等については、外部との過去の取引実績等を勘案し、協議の上で決定しております。

2. 取引金額には消費税等は含めておりません。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 16円61銭

2. １株当たり当期純損失 4円58銭

（算定の基礎）

当期純損失 502,298千円

普通株式に係る当期純損失 502,298千円

普通株式の期中平均株式数 109,721,100株

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2022年２月28日

アライドテレシスホールディングス株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 川 正 行

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 菊 池 寛 康

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 村 山 拓

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アライドテレシスホールディングス株式

会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる
重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、アライドテレシスホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2022年２月28日

アライドテレシスホールディングス株式会社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 川 正 行

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 菊 池 寛 康

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 村 山 拓

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アライドテレシスホールディング

ス株式会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの第35期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2021年１月１日から2021年12月31日までの第35期事業年度の取締役の職務の

執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び

使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所等において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子

会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針に係る事項及びその他の注記）及びその

附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年３月１日

アライドテレシスホールディングス株式会社 監査等委員会

監査等委員 井 上 隆 司 ㊞

監査等委員 若 菜 忠 ㊞

監査等委員 新 井 章 治 ㊞

（注）監査等委員 井上隆司、若菜忠及び新井章治は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規

定する社外取締役であります。

以 上
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国道357号線→

国際展示場駅

有明
セントラルタワー

有明
フロンティア

ビル

TFTビル
東館

有明
センタービル

西館

武蔵野大学

消防署 相鉄グランドフレッサ
東京ベイ有明

←至 新橋

ゆりかもめ
東京ビッグサイト駅

東京国際展示場
（ビッグサイト）

アニヴェルセル
東京ベイ

徒歩３分

徒歩４分

徒歩４分

パナソニック
センター

東京ベイ
有明ワシントン

ホテル

ダイワ
ロイネット
ホテル

東京有明通り抜け通路

TOC有明

がん研
有明病院

首都高速湾岸線 至 千葉→←至 羽田

←至 大崎

至 新木場→←国道357号線
りんかい線

有

明

駅

←
至

豊
洲

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

○場所 ＴＯＣ有明４階 EASTホール（東京都江東区有明三丁目５番７号）

○交通 東京臨海高速鉄道りんかい線「国際展示場駅」 徒歩３分

東京臨海新交通りんかい線（ゆりかもめ）

「東京ビッグサイト駅」又は「有明駅」 徒歩４分

（ご来場の際は、公共の交通機関をご利用ください。）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、総会当日のご来場はお控えください

ますようお願い申しあげます。
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